
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))奈良県 上北山村奈良県 上北山村奈良県 上北山村奈良県 上北山村 人 口面 積歳入総額歳出総額実質収支 728274.051,401,6201,260,300141,320 人(H20.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.15][0.15][0.15][0.15]
類似団体内順位[ 43/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.550.550.550.55奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均0.440.440.440.440.001.002.003.004.00 0.082.840.36類似団体内最大値類似団体内最小値類似団体内平均値 0.15 上北山村の比率財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [95.9%][95.9%][95.9%][95.9%]
類似団体内順位[ 47/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均92.092.092.092.0奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均98.698.698.698.6(%)

140.0120.0100.080.060.040.020.0 120.449.586.7 95.9人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[620620620620,,,,905905905905円円円円]]]]
類似団体内順位[ 52/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均116,898116,898116,898116,898奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均121,864121,864121,864121,864(円)

2,000,0001,500,0001,000,000500,0000 1,734,571176,641358,674 620,905 給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [82.7][82.7][82.7][82.7]
類似団体内順位[ 6/61 ] 全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均97.097.097.097.0全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均93.293.293.293.2110.0100.090.080.070.060.0 99.574.290.1 82.7 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[56565656....32323232人人人人]]]]

類似団体内順位[ 58/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均7.827.827.827.82奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.738.738.738.73(人)
100.0080.0060.0040.0020.000.00 72.739.5023.10 56.32

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [16.1%][16.1%][16.1%][16.1%]
類似団体内順位[ 28/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均12.312.312.312.3奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均14.614.614.614.6(%)

50.040.030.020.010.00.0 41.6△ 0.114.3 16.1
将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[3333,,,,055055055055,,,,147147147147円円円円]]]]

類似団体内順位[ 57/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均446,922446,922446,922446,922奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均495,751495,751495,751495,751(円)
5,000,0004,000,0003,000,0002,000,0001,000,0000 3,874,40049,4531,257,504 3,055,147

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
上北山村上北山村上北山村上北山村※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、　当該団体と同じグループに属する団体を言う。※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄財政力指数　人口の減少や前国平均を上回る高齢化率（平成２１年１２月末４２．１％）で少子高齢化により過疎化に拍車を掛けている。それに加え、地域産業（林業）の衰退等により財政基盤が弱く、類似団体平均を下回っている。平成１７年からの行財政改革実施計画により、人件費の削減、投資的経費の制御等の徹底的な歳出の削減への取組みを実施しているが、依然厳しい状況である。計画の見直し等により財政の健全化を目指す。経常収支比率　平成１６年度をピークに比率は徐々に低下してるが、９５．９％と類似団体を上回っている。行財政改革による各種手当の見直し（調整手当の廃止、期末・勤勉手当及び管理職手当の引下げ等）・退職者不充用・勧奨退職・補助費等の見直しを引き続き実施し、経常経費の削減に努める。人口一人当たり人件費・物件費等決算額　行財政改革の実施により人件費、物件費共に削減に努めているが、類似団体平均と比較しても、なお高くなっている。計画の見直し等により、今後も更なる削減に努める。 ラスパイレス指数　従来から職員の給与の適正化に努め類似団体の中でも非常に低い水準となっているが、今後も行財政改革実施計画に基づき人件費の削減に努める。人口一人当たり地方債残高　類似団体平均より高くなっている要因は、保健センター建設事業（平成８・９年度実施）等によるものである。平成１７年度からの行財政改革の実施以降、新規地方債の発行を制御しており、今後も継続することで、財政の健全化に努める。実質公債費比率　類似団体平均をやや上回っている。今後事業を実施する場合は、必要性や効果、緊急度を十分検討し、起債に大きく頼ることのない財政運営に努める。人口千人当たりの職員数　過去に観光及び福祉の充実を目指して多くの新規採用を行ったため、類似団体を大きく上回っている。平成１３年から退職者の不充用を続けており、平成１７年度から実施している勧奨退職と併せて、職員の削減（５年間で１６．７％）に努め適正な職員数を目指す。


